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1.研究の背景と目的
1980年代､激 しい地価高騰のもとにすすめられた建築
や開発は､地域コミュニティや住環境保全の点から大き
な問題をもたらした｡このような状況に対 し､また問題
を未然にふせぐ目的から､住民が共同して居住地の住環
境をコントロールする手法として建築協定や地区計画な
どを導入している住宅地がみられるようになっている｡
都市圏の居住地として大きな比重をしめる宅地開発地に
おいても近年､住環境形成のためのコントロールに示 ､
て事業主体が当初より準備し計画化している例がふえて
いる｡これは一人協定や地区計画などの制度整備と､こ
れら住環境コントロール計画の導入をすすめてきた宅地
開発行政指導の増加の成果であるといえる｡これにより
一定の住環境の確保がなされるようになった｡
しかし行政の指導内容は依然として公共施設整備など
--ド面が中心で､住環境アントロールについても計画
指導まででその運用管理にはいたっていない｡そのため､
事業主体のなかには､一定の計画の運用管理をおこなう
事業主体がある一方で､このような責任を回避 して早期
に分譲を終えて撤退する例や､居住者組織への移管もさ
れない例もある｡
近年､用地買収費の上昇や公共施設整備費の負担増加､
有効宅地率の減少などの宅地開発の事業経営の圧迫要因
から敷地面積の縮小化がみられ､住宅地としての低質化
が指摘されている｡こうした状況に鑑みても､開発され
(1)
た住宅地を良好なストックとして形成､維持 していくこ
とが重要課題であり､そのための運用管理体制を整備､
充実させていくことが必要となっている｡
以上のような問題認識にそって本研究は､住環境形成
期における事業主体の住環境コントロールの体制づくり
がその後の居住地の住環境の維持､保全にとっての基盤
になるとの認識から､事業主体の住環境コントロールの
実態を分析 し､課題を明らかにしようとするものである｡
事業主体はまちづくりの本来的な主体ではない｡ しか
し事業主体は､居住地形成のための住環境計画の作成者
であり､住宅の建設等をとおして計画を具体化する｡ま
た､ハウスメーカーや宅地購入者などによる住宅建設に
対しても､計画にもとづくコントロールをおこなう立場
にたっ｡さらには居住者による維持管理活動を助けるた
めに､組織づくりの仕掛人やリーダー､コーディネータ
ーとしての役割を担うこともある｡行政とも事業のさま
ざまな段階でかかわりをもつ｡居住地形成における､こ
れらさまざまな機関のなかに占める事業主体の位置と立
場から考えれば､居住地管理体制を整備 していくのに､
かなりの影響力をもっている機関といえる｡こうした観
点から､事業主体の住環境形成と維持に対する役割を明
確にし､責任体制をつくることは重要なことと考えられ
る｡
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2.既往研究に対する本研究の特徴と方法
事業主体の住環境形成へのかかわりや役割については､
住環境コントロール計画の運用管理と共用施設管理､お
よび居住者活動への支援に関する検討が中心になろう｡
本研究ではこのうち､特に住環境コントロール計画の運
用管理を中心に考察し､さらにその運用にかかわる居住
者組織の支援についても若干の考察をおこなう｡
アメリカの開発地では､州法にもとづいて法人格を与
えられた居住者組織H.0.A.(HomeOwnersAssocia-
tion)があり､コントロール計画の運用および共用施
設管理をおこなっている｡事業主体はコミュニティコン
トロールをとおして､H.0.A.の設立と自主運営を助け
ている1)｡我が国でもこの制度にならった組織を事業主
体がつくっている事例報告がある｡この報告では､業務
内容において重複する自治会や管理組合との違いが明確
でなく､事業主体主導で居住者が受け身になっていると
している2)0
居住地管理に対する事業主体の役割､責任についての
社会的体制がつくられていない我が国では､事業主体の
方針や力量などに頼っているのが現状であり､その実態
は十分に把握されていない｡事業主体の役割､責任とい
った点で関連のある研究としては､一人協定や地区計画､
自主協定に関するものがあげられる｡しかし､ほとんど
がこれら計画に対する行政や居住者の評価に関心が集中
している｡そのなかで､一人協定に対する事業主体のか
かわりや評価をみた研究がある｡この研究では､協定導
入に主導的な態度がみられた事業主体は運用にも比較的
積極的なかかわりがみられること､また協定に対し一定
の評価をしていると分析している3)｡自主協定について
は､事業主体が町並み形成のためにハウスメーカーに対
して設定した建設基準を､入居後の居住者に対する自主
協定へと､まちづくりのルールを継承させることを目指
した事例の紹介がされている4)｡地区計画についての研
究では､計画主体者としての行政と計画参加の居住者と
いう対応関係でみるものが多く､事業主体の役割や関与
についてみたものは少ない｡
このほか､事業主体の宅地開発事業における開発方法
や販売の実態と､それとの関連で住宅地の特性を分析し
た研究がある5)｡この研究では､開発方法および販売の
あり方が住環境形成に強く作用したことを明らかにして
いるが､コントロール計画や共用施設管理との関連では
分析されていない｡
これらの研究に対し､本研究は､住環境維持と保全の
ための初期条件のひとつとして､事業主体の運用管理の
態度と対応について検討しようとの意図をもつものであ
り､つぎのような分析手順によっている｡
1)住宅地を分譲形態と建設主体の傾向から分類 し､
そのうえでコントロール計画の導入と運用の実態を把握
し課題を明らかにする｡
2)コントロール計画の運用および共用施設管理の面
から､居住者の組織化や活動に対する事業主体の支援実
態を把握する｡
3)これらの分析をとおして､居住地の住環境推持､
保全のための初期条件のひとつとして､事業主体が分譲
時に整備すべき体制についての検討をおこなう｡
研究は､宅地供給の大半を占める民間ディベロッパー
を対象とするが､とりわけコントロール計画の作成と運
用についての責任をもつ立場にある大手民間ディベロッ
パーを抽出するために､不動産協会加盟企業192社､都
市開発協会加盟企業48杜､および ｢関西ニュータウンオ
ールガイド｣(『週刊住宅情報』､ リクルート社､1995年1
2月13､20日号)掲載の分譲中住宅地の事業主体11社を
選んだ｡これら計251杜に対し､1995年12月アンケー ト
(郵送)調査をおこない､39の事業主体より回答を得た
(回収率15.1%)｡回収率の低さは､アンケート票発送先
の大半を占める不動産協会にはビルやマンション､住宅
の建設､不動産管理や仲介など多様な業種の会社が含ま
れており､宅地開発をおこなっている企業が必ずしも多
くないことが大きい｡なお､大阪都市圏の住宅地を中心
にあつめるために､不動産協会会員のうち同協会大阪部
会に所属する企業については大阪支店に調査票を発送し
た｡さらに1996年2月と6月に､回答をえた事業主体の
うち31社の開発担当もしくは営業担当者に対しヒアリン
グと住宅地 9例の現地観察調査をおこなった｡
3.事業主体の類型と住宅地の概要
3-1.事業主体の概要と類型
本研究では分析の対象を前述のような視点でしぼって
いるため､個別的な住宅建設事業だけにかかわる-ウス
メーカーはのぞいた｡同一住宅地にかかわる共同事業主
体2杜の回答については､そのうちのリーダー的な企業
1社を対象とすることとして､計37社､37住宅地を分析
の対象としている (義-1)｡
宅地開発事業のながれを (計画-開発-宅地住宅供給
販売)とすると､事業のかかわりの点から､今回調査対
象の事業主体はつぎの3つに分類される (図-1､表-2).
<1>宅地開発から販売までの事業全体を事業主とし
ておこなっている事業主体 (29例/37)｡ このうち住環
境コントロール計画を導入している事業主体は28例､計
(2)
乾他 :開発地の住環境形成
(3)
義-1 対象住宅地の分布
東京都市圏 東京都 2
神奈川県 4
埼玉県 1
千葉県 ･1
栃木県 1 計9
名古屋都市町 愛知県 2 計2
大阪都市圏 大阪府 5
*&# 7
京都府 3
奈良県 4
和歌山県 I.
滋竿媒 _I
和歌山県 1 計22
その他 静岡県 1
岡山県 1
広島県 1
長野県 1 計4
画を導入していない事業主体は1例であった｡
<2>分類型<1>の親会社が開発した住宅地の供給販
売を系列会社が事業主体としてまたは代理 ･販売提携と
して受けもっている事業主体 (5例/37)6)05例のう
ち住環境コントロール計画をもつ事業主体は4例で､計
画を当初よりもたない事業主体は1例であった｡
<3>開発された住宅地の全部または一定部分以上を
買いとって供給販売をおこなう事業主体 (3例/37)0
開発の事業主が導入した住環境コントロール計画を継承
している事業主体は2例､計画を当初よりもたない事業
主体は1例であった｡
事業主体を業種別にみると､電鉄系 (38%)と不動産
系 (24%)が上位をしめ､これら2業種で全体の6割を
しめている｡電鉄系企業14杜のうち9企業は宅地開発を
専業または主要な事業としており､もっぱら親会社開発
の住宅地で住宅を供給する事業主体の分類型<2>の-
ウスメーカー2社をあわせると､対象電鉄系企業のほと
んどが宅地開発を専業的におこなう企業であった｡これ
に対し不動産系企業9社は､宅地開発を専業または主要
な事業とする企業は4社で､マンション建設販売事業を
主とする企業と勢力をほぼ半分にしている｡このほかの
業種では不動産系と同様の傾向をしめすか､むしろマン
ション建設販売事業に事業のウエートが大きい企業が多
い (図-2)0
対象住宅地の多くは単独の事業主体によって開発され
ているが､共同事業でおこなわれている住宅地が6例あ
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図-1 事業主体の分類
義-2 事業のかかわりからみた業種別事業主
体の分類型
<1> <2> <3> 計
竜鉄系 12 2 0 14
不動産系 7 2 0 9
金融 .生保系 3 0 1 4
建設系 3 1 0 4
商社系 2 0 0 2
その他 2 0 2 4
計 29 5 3 37
分類割く1>､<2>､<3>の内容は本文中に記
載している｡
った｡これらの住宅地の開発面積は全般的に大きく､平
均値でみると対象住宅地37例の平均値のほぼ2倍となっ
ている (共同事業による住宅地の平均開発規模101.3ha､
対象37住宅地の平均開発規模55.4ha)｡宅地開発の事業
経営が困難になっている近年の傾向から､事業の効率化､
開発規模の拡大を目的にした方策であろう｡
企業の組み合わせはつぎの2種がある｡(1)異業種
の共同 (不動産+建設+金融系､不動産+金融系､商社
+金融系､ 3例)｡これらの例のリーダー企業は不動産
系もしくは商社系企業で､宅地開発を担当する｡これに
住宅建設部門を担当する企業が参画するという組み合わ
せになっている｡
もうひとつは (2)電鉄系同士の共同 (3例)｡その
1つは､親会社が計画､開発を､子会社が住宅供給販売
事業を分担している2例である｡いずれも自社の沿線開
発に限定されている｡もうひとつに､一方の沿線開発に
'1!鉄糸
不動搾系
金地 ･lJ･:伽系
畑.u系
l指純系
その他
() 2 ′l (i 8 1O 12 1/I
竹男.1･'.作放
白マンション建牧口任宅建牧Pビル義毅▲鵡i6再綱発臼特定不能
図-2 対象事集主体の集積と事業分野
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他の電鉄系企業が住宅供給事業に参画している例がある｡
3-2.住宅地の概要
都市圏別にみると､東京､大阪､名古屋の3大都市圏
にある住宅地は33(/37､89%)で､大阪都市圏の住宅
地は22であった｡
開発開始時期をみると､1980年代前半に開発許可ない
し区画整理の事業認可されたところがもっとも多く､お
おかたが現在も分譲中である (34例/37)｡したがって､
戸建て住宅の入居率が90%をこえる住宅地は2例にすぎ
ず (平均入居率44%)､ほとんどが住環境形成途上にあ
る住宅地である｡多くは市街化区域にあるが､市街化調
整区域3例､都市計画区域外1例がふくまれている (こ
れら4例はそれぞれ､東京都市圏1例､大阪都市圏2例､
名古屋都市圏1例)｡用途地域でみると､ 1種住専また
は1種低層住専が住宅地の大半をしめる例がほとんどで
ある｡
アンケート調査では可能なかぎり､住環境コントロー
ル計画をもっ住宅地についての回答をもとめたため､対
象住宅地のほとんどは､建築協定や地区計画､そのほか
自主協定や緑化協定などを導入している｡何も導入して
いない住宅地は3例にすぎなかった｡開発手法でみると､
事業主体が用地を一括買収し開発許可のもとで開発する
方式が大半で (29例)､区画整理事業による住宅地は5
例であった｡
開発規模をみると､10-50haの住宅地が全体の半分
近くをしめ (43%)､ついで50-100ha(-22%)､100ha
以上 (16%)となっている｡宅地区画数規模でみると､
1000区画以上の住宅地がもっとも多く(46%)､ついで10
0-500区画 (22%)､500-1000区画 (16%)､100区画
未満 (14%)となっている｡最大規模は､219haで6750
区画をもつ住宅地である｡ lha以下の小規模な開発は
3地区あった.平均敷地面積は､200rf前後に集中して
いる｡ただしこれは当初の計画における数値である｡.同
一住宅地内でも､新しい単位開発地区ほどその規模は縮
小される傾向にある｡
4.宅地 ･住宅分譲形態
4-1.分譲方式の種類
宅地 ･住宅の分譲方式は､つぎの4種類ある｡分析の
対象は不明の6例をのぞいた31例でおこなっている (図
-3)0
<建売住宅分譲> : 26例｡事業主体やその代理 ･販
売提携の-ウスメーカーが建売住宅を建設し､宅地とと
もに販売する方式｡複数のハウスメーカーが事業参加す
る例が比較的に多い｡これにより短期に住宅供給ができ
(4)
ること､できあがったまちのイメージを需要者にアピー
ルできること､ハウスメーカーの知名度や人気を借り､
需要者の購買意欲を喚起し､入居を促進できること､こ
れによって短期にまちの機能を高めることができること､
価格の面からも大量供給により個別の住宅建設に比べて
コストを抑えて住宅供給できるという利点があるとされ
ている｡
他方､単独で事業主体が住宅供給する場合も少なくな
い｡事業主体単独の供給方式では､工務店を組織し､大
量供給に対応し得るシステムがっくられている｡設計､
施工がハウスメーカーの事業になる先の方式に対し､住
宅建設や町並み形成のコントロールを主導Lやすいとい
う利点がある｡
<建築条件付宅地分譲> : 15例｡建築停止条件付の
宅地分譲 (売建住宅分譲)方式｡宅地売買契約後､一定
期間内に住宅建設の請負契約をおこなうという条件っさ
の宅地分譲方式で､期限を3ケ月としているのが圧倒的
である｡住宅は事業主体や-ウスメーカーが建設する｡
上記の建売住宅分譲と同様の利点､効果があるとされ､
建売住宅分譲についで採用が多い｡また､土地転がしを
防止する税制度上の措置からも､つぎにあげる建築条件
なしの宅地分譲より採用は多い｡
<建築条件なし宅地分譲> : 9例｡住宅建設の条件
なしで宅地を分譲する方式｡販売を促進させる目的で採
られることが多い｡この方式では､居住を目的としない
購入者があること､宅地購入者個別の住宅建設による方
式では､ビルドアップの時期と町並み形成の点で問題が
残り採用事例は少ない｡
<宅地卸売> : 12例｡事業主体が宅地を-ウスメー
カーにロット売りするもので､ハウスメーカーがそれぞ
れ事業主として住宅を建設販売する方式｡事業主体にと
っては販売 リスクを分散させることができるというメリ
ットがあるが､事業主体からのコントロールはむずかし
い｡集合住宅用地として売られる場合もある｡
以上の4種の分譲方式のうち､<建売住宅分譲>はほ
とんどの事業主体が採り､次いで<売建住宅分譲>方式
が約半数の事業主体が採っている｡これに対し､<建築
住辛建設
逮成宅也 売 販売 一ヽ脹 ー
<
図-3 宅地 ･住宅分璃方式
<1>建売住宅分線
<2>建築条件付宅地分譲
<3>建築条件なし宅地分譲
<4>宅地卸売
m 事業主体の事業として行われる
乾他:開発地の住環境形成
条件なし宅地分譲>や<宅地卸売り>方式を採る事業主
体は少なく､事業経営の調整弁的な位置づけになってい
る｡
4-2.分譲形態と建設主体からみた住宅地分類
一般に事業主体は､4種の分譲方式を経営方針や状況
に合わせて選択している｡それぞれの住宅地のなかでど
の分譲方式を主体としているか､住宅の建設主体はどこ
が中心か､という点から整理すると､表-3のように分
類される｡すなわち､分譲方式採用の傾向から (建売住
宅中心) (建売+売建住宅混合) (売建住宅中心) (秦
件なし宅地分譲中心)の4種､住宅の建設主体の傾向か
ら (自社中心) (自社+メーカー混合) (メーカー中心)
の3種に分類できる｡分譲形態として､宅地卸売を中心
にしている住宅地例はなかった｡
この分類でみると､分譲形態では (建売住宅中心)と
(建売+売建住宅混合)で分譲するタイプが圧倒的とな
っている7)｡住宅の建設主体では (自社中心)の住宅地
が全体の半数に達している｡すなわち､建売と売建住宅
を自社により分譲する傾向が強く現れている｡
5.住環境コントロール計画の導入
5-1.コントロール計画の種類と導入背景
建売や売建住宅による供給は､住環境形成からみると､
宅地購入者による個別の住宅建設と比べて､統一的な町
並み形成をはかることができる｡建築協定や地区計画は
これをさらに法的に保障するものであるが､加えて規制
や基準が独自に設けられることがある｡すなわち､宅地
購入者に対しては自主協定 ･分譲条件､自社においては
自社基準､-ウスメーカーに対しては業者基準である｡
対象住宅地のなかにはこのほか､居住者が入居後っくっ
た自主協定2例があるが､ここでは事業主体の導入によ
るコントロール計画5種にしぼって､その概要をのべる
(図-4)0
<建築協定> : 22例｡建築協定を開発の許可条件と
している自治体が多く､これを反映して行政指導により
義-3 分盛形感と建設主体による分類型
分譲方式 分類型 事例数 計
住宅付宅地分譲 分読形態 建売住宅中心 ll 26
建売十売建混合 12
売建中心 3
建設主体 白3_I:中心 15 26
自社十ハウスメー カー混合 7
ハウスメ.-カ ,ー-中心 4
姐築粂作なし吃地分,7# r} ET}
(不明6)
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導入しているのが13例 (59%)あるが､｢会社の方針｣
｢当該開発地の状況より導入が望ましい｣などの理由で､
自ら選択している事業主体も少なくない (10例､45%､
ただし複数回答)｡開発の方法別にみると､開発許可の
もとで開発された住宅地のほとんどで建築協定が導入さ
れている (21例/22)｡区画整理事業による住宅地では
地元地主の合意がむずかしく1例にとどまっている (/
5)0
<地区計画> : 12例｡行政指導により導入されてい
る場合が多い (67%)が､事業主体としても地区計画を
選択している例も多く (5例/9)､事業主体が地区計
画の導入を行政に要請し､自治体での第1号として策定
させた例がある｡建築協定に比べて規制力が高いという
期待に加え､運用上の負担が事業主体にないという点に
その理由があると考えられる｡区画整垣の住宅地では､
建築協定より地区計画の方が多い (2例/5)0
<自主協定 ･分譲条件> : 6例｡法制度によらず事
業主体と購入者の間でむすぶ協定､あるいは分譲に際し
て購入者に付す条件｡行政の側に建築協定や地区計画の
ための法的整備がすすんでいることを反映して､これら
の代替手法として設定しているのは1例のみであった｡
残り4例は､建築協定などと併用されている｡
<自社基準> : 5例｡住宅団地としての町並みの統
一をはかるために､事業主体の設計上の基準､その施工
者であるハウスメーカーや工務店に対するルールとして
設定される｡建築協定や地区計画との併用3例､自社基
準のみ2例であるが､いずれも自社による住宅供給が､
100%かほとんどの事業主体である｡
<業者基準> : 4例｡事業主体の代理 ･販売提携と
いう立場で事業参加するハウスメーカーに対し､その住
宅建設について事業主体が設定するルール｡宅地をロッ
ト買いし独自に住宅建設販売をおこなう-ウスメーカー
の所有地は､事業主体からのコントロールはむずかしく､
いわばコントロールの除外地となる.このため住環境コ
ントロールのおよぽせる範囲をできるだけ広くのこし､
町並み形成をはかろうとする事業主体は､建築条件なし
宅地分譲や宅地卸売方式を避ける傾向にあり､業者基準
図-4 住環境コントロール什面の導入状況
(5)
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を設定する例も4例と少ない｡4例とも地区計画や自社
基準とあわせて設定しており､業者基準単独でコントロ
ールするという例はない｡
･建築協定と地区計画については､行政によるコントロ
ール計画の指導の増加と事業主体の一定の積極的な導入
姿勢とによって､両者またはそのいずれかを導入してい
る事業主体は31例 (84%)と大半を占める｡大枠でどち
らを導入するかといった方針については､行政が主導し
ているとみられる｡たとえば建築協定指導をすすめてい
る横浜市の4例は､開発方法や分譲形態にかかわらずい
ずれも建築協定しか導入されていない｡開発単位地区ご
とに建築協定を導入してきた例では､全域の導入をまた
ずに行政の主導により地区計画への移行がすすめられて
いる住宅地もある｡
いずれも導入していないのは3例であった｡このうち
2例は大規模な住宅地であるが､いずれも開発開始時期
が1960年代と古く､一人協定および地区計画制度がなか
ったこと､それゆえの当初の方針を継承したものと考え
られるが､1種住専指定による規制で充分とする考えを
もつ点に共通点がみられる｡もう1例は､小規模の住宅
地で当初から計画が導入されておらず､事業主体も造成
された宅地を購入し販売するのみの分類型<3>の事業
主体で､マンション建設を主要な事業として､計画的な
住環境形成のための執行組織ももっlていない事業主体で
あった｡
5-2.開発手法による導入の速い
一括買収のもとでの開発と区画整理事業のいずれでお
こなわれるかは､地元地主の所有地の割合が大きく関係
する｡地元地主の宅地区画持分率が把握できた24例でみ
ると､持分率20%以上では区画整理､開発許可は10%以
下となっている (義-4)0
開発許可による住宅地では､建築協定が2/3を占め
(21例/32)､以下､地区計画､自主協定とっづいている｡
これに対し､区画整理住宅地では､建築協定の締結は1
例にすぎず､地区計画やその他の計画が導入されている｡
いずれの導入のない例も1つあった (/5)0
建築協定の導入状況を2つの事業手法で比べると､地
元地主の持分の多さが､建築協定導入の阻害要因となっ
ていることがわかる｡ただし､開発許可による住宅地の
建築協定でも､地元地主所有地が歯抜けとなっている例
が5つあり､地元地主の理解､協力が困難であることは
区画整理住宅地と変わらない｡
5-3.コントロール計画の内容と特質
図-5は､それぞれの計画が対象としている範囲を図
示したものである｡一般に地区計画ないし建築協定は全
体をカバーするものとして､自社基準､業者基準および
自主協定 ･分譲条件は､住宅の各建設主体に対して導入
されている｡自主協定 ･分譲条件のカバーする範囲がも
っとも狭いが､入居後の居住者の建設 ･改善行為に対し
て建築協定などとともに機能することを期待されて設定
されているものである｡これに対し､自社基準および業
者基準は､最初の住宅建設のみに対するルールであって､
以後の建築､改善行為に対しては機能しない｡
建築協定などの法的コントロール計画のうえに､さら
に自主協定 ･分譲条件や自社基準､業者基準を設定して
いる事業主体は7例 (/37,19%)ある｡
それぞれのコントロール計画の内容から各計画の役割
と規制の構造をみる｡建築協定は建物の用途､高さ､位
置を中心にもっとも詳細に規定されている｡地区計画は､
敷地および建物の用途､位置を重点において規制してお
り､守るべき原則のみにとどめている｡自社基準および
業者基準は､町並み形成上重要な要素である垣 ･柵に関
する規定が多い｡自社基準ではさらに緑化について規定
義一4地元地主持分とコントロール計画導入状況
住宅地通番号 婦人している計画 建築 地区 自主協症 良社 兼者 弔文-7-.紘地元地主持分% 協症 計画 基準 基準
1 35 ○ ○ 区画車理
2 23 ○ 〟
3 21 ○ ○ 〟
4 20 ○ 一括買収
5 7 ○ 〟
6 5 ○ 〟
7 4 ○ - 〟
8 4 ○ 〟
9 4 ○ 〟
10 2 () 〟
ll 1 ○ 〟
12 1 〟
13 0 ○()○ 〟
14 0 ○ ○ 〟
15 0 ○ 育 ○ 〟
16 0 ○ 〟
17 0 ○ 〟
18 0 ● ○ 〟
19 0 ○ 〟
20 0 ○ 〟
21 0 ○ ○ ○ 〟
22 0 ○ ○ 〟
23 0 〟
24 0 〟
計 12 9 4 3 3
地元地主持分 :全区画数に対する所有区画数
(6)
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を設けている｡自主協定 ･分譲条件は､ビルドアップ後､
居住者によって違反がなされやすい壁面位置や個別に手
が加えられやすい垣 ･柵などの外構部分についての規制
に重点がおかれている (義-5)｡以上より､地区計画
により原則的な規制事項を設定したうえ､建築協定で具
体的な規制を加え､さらに外横を中心に町並み形成と維
持を目指した規制が自主的に設定されており､紬やかな
規制の体系を兄いだすことができる｡
6.事業主体のコントロール計画の運用と課題
6-1.コントロール計画の運用機関
開発事業は買収から供給､分譲完了にいたるまで長期
間を要する8).対象住宅地でも分譲開始からの期間をみ
ても､10年以上のものが14例ある (/37)｡開発規模が
大きい住宅地では､単位地区ごとに開発をすすめる例も
多く､長期にわたる居住地形成のコントロールと居住地
としての機能を高め維持するための諸業務をおこなう機
関を設置するところが多い｡主に現地事務所に設けられ
(20例/37)､販売業務とともにこの業務をおこなう｡こ
のうち社内の担当課と連携しているところが10例あった｡
この他､社内の担当課に設置されているところ7例､設
置していない事業主体は4例であった (不明6例)0
?
図一5 位宅地の各儀Nとtt覆塊コ
ントロール什jiの対象範囲
■一l■■ 地区什串 ●`◆● 自社墓場
凡 ■■'- 躍築協定 義春暮準
例 ●'●'ヤ`1 鍾藁協定 (地主線外)■●一●一■自主協定 .分縞条件
真一5 住環境コントロール計画の内容
地車脇'ji'地B{Jhq'Fl:I-:協延 自社貼叩遵&-必qt
敷地 ll(50) !)(75) 0 q云 U
錘物 川途 20(9J) 日 (f)2) I l ()
規模 姐蔽申 10(45) 2 0 0 0容横車 8 --
GS 20(91) 4 2 1 0
釈 壁面後退 16(73) 9(75) 3(60) 2 2(67)
形康 lO(4r}) 4 I 2 3(100)
意匠 6 5(42) 1 2 I
hdl.初 lO(45) ち)(7.r:>) 3(60) :I(氾) 2(67)
その他 fE中朝 1 I 2 2 l叔化 10(45) 4 :3(flo) 1
その他 :i 1 2 2 1
( )内政字は%
(7)
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居住地管理にかかわる業務としては､コントロール計
画の運用や共用施設管理のほか､居住者 (組織)ともか
かわりをもち､居住者活動の支援もみられる例がある｡
本項では以下､コントロール計画の運用についてみるこ
とにする｡
6-2.コントロール計画の運用
運用の内容を ｢説明会｣｢住宅建設などの計画の事前
届出｣｢図面のチェック｣｢計画内容に関する協議｣｢建
築相談や相隣問題の対応｣｢違反パ トロール｣の6点で
みた｡全体としては､｢計画の事前届出｣(33%)と ｢図
面チェック｣(40%)が多く､以下 ｢計画内容に関する
協議｣(20%)､｢説明会｣(13%)､｢違反パ トロール｣
(5%)と続く｡コントロール計画の運用､とりわけ住
宅建設の計画についての事前チェックや協議は､町並み
形成と住環境維持をはかることができるという点で効果
が大きいが､これらのいずれかを実施している事業主体
は20例 (/34)にすぎない｡
これを住宅の建設主体別の住宅地タイプでみる (図-
6)｡ (自社中心)の住宅地は､いずれの項目について
も実施しているところは少ない｡むしろ何もしない事業
主体の方が多い｡これに対し､ (自社+メーカー混合)
や (メーカー中心)の住宅地では､建設主体が多様にな
ることから､事前届出や図面チェック､違反パトロール
の3項目についての実施割合が4割をこえている｡さら
に (建築条件なし宅地分譲)では､4例のうち3例まで
が事前届出と図面チェックをおこなっており､また建築
相談や相隣問題対応､違反パトロールの実施割合も高く
なっている｡
事業主体にとっては､町並みの不整合や相隣関係の矛
盾をできるだけ排除しうる方式が望ましい｡宅地購入者
図-6 建設主体別にみた運用状況
- 18- 生活環境学科
や-ウスメーカーなど多数の建設主体によって個別的に
居住地形成する方式に対し､事業主体の価値観や政策を
もとにした自社中心の住宅分譲は､このような目的から
は有効な手法であるが､住環境コントロールという､建
物と住環境の変化を予見しそれに対する体制づくりとい
う点では関心が薄い結果になっている｡
これに対して､住宅の建設主体が多様になるほど､ま
た住宅建築の条件なしに宅地分譲する住宅地ほど､事業
主体のコントロール計画に対する運用姿勢は積極的にな
っている｡
つぎに､どのコントロール計画のもとで運用されてい
るのかをみたのが表-6である｡建築協定をみても必ず
しも高い運用率は示されず､地区計画はさらに低い運用
となっている｡
6-3.運用における居住者組織との関係と移管
コントロール計画の運用における居住者組織への支援
関係および移管の状況をみる｡｢居住者組織ができるま
で事業主体が対応し､発足後居住者組織に移管する｣と
して､居住者組織の設立と移管についての計画のある事
業主体は 2/3あり (21例/33)､前項でみたなんらか
の運用を実施している事業主体と対応している｡このほ
か､移管はとくに計画せず ｢分譲中一貫して事業主体が
対応する｣事業主体が3例あった｡
コントロール計画別に居住者組織との関係をみると､
建築協定を導入している事業主体は1例を除いて､運用
を事業主体単独であるいは居住者組織とともにおこない､
または移管している｡建築協定はなく地区計画を導入し
ている事業主体 (9例)では､まったくの行政まかせが
2例あった｡自主協定については､その半数が建築協定
との併用であり､自主協定もともに移管されているのか
については不明であった｡地区計画との併用例と単独導
入例 (それぞれ1例)は､｢居住者組織ができるまで事
業主体が対応し､発足後居住者組織に移管する｣､｢分譲
完了後も継続して事業主体が対応している｣としている｡
｢居住者組織と連携して運営している｣5例について
義一6 コントロール計酉別にみた運用状況
運用内容コントロール計Lg 鋭 事 印 建 建 逢 そ 何 わ 不 弔
明 前 耐 集 ●秦 皮 の ち か 明 例
会 描け什l チェック 内容の協議 相A■防問題対応 ノートロー■-ル 他 していな らない 歎計
建築協定 2 7 10 5 7 3 4 1 1 2 22
地区計画 2 2 1 1 1l 2 001 9
自主協定 .分浪条件 0I 1001000 0 1
(8)
連携の内容をみると､｢居住者組織に情報提供している｣
｢役割分担している｣｢居住者組織の活動に加わっている｣
があげられた｡
移管状況をみると､｢問題なく移管できた｣ とするの
は9例 (/16)､｢少し手間取った｣4例､｢その他｣3
例となっている｡｢難航した｣という例はなかった｡移
管そのものは問題は少ないといえる｡
7.事業主体の違反建築への対応と評価
7-1.違反建築の発生とその対応
-ウスメーカーや宅地購入者､地元地主など建設主体
は､住宅建設要求が多様である｡これに起因する違反建
築への事業主体の対応を､住宅地のタイプにそってみて
いく｡
事業主体以外の建設主体が多くなる住宅地としては､
建設主体別および分譲形態別の住宅地タイプ<自社+メ
ーカー混合>､<メーカー中心>､<建築条件なし宅地
分譲>､および宅地卸売を一定量おこなっている住宅地
がある｡これらの住宅地では､事業主体がコントロール
を及ぼせる範囲が限定される｡このほか､区画整理住宅
地においても､20%以上の地元地主所有地が存在するこ
とに加え､建築協定の歯抜けが多いことなどから同様の
傾向が考えられる｡
これら5つのタイプで括った住宅地について､それぞ
れの違反建築の有無をみたのが､表-7である｡違反建
築のある住宅地数の割合をみると､平均40%に比べて､
建設主体が<メーカー中心>の住宅地を除き､いずれも
60%前後と高い｡-ウスメーカーの違反として､建物の
用途違反､壁面後退が多く指摘されている｡地元地主の
違反には､賃貸共同住宅や駐車場が多い｡
ハウスメーカーや坤元地主の違反建築行為が､事業主
体より多く指摘される背景には､住環境コントロール計
画作成当事者の事業主体からそれぞれの建設主体へ､計
画の目的 ･内容が浸透してないこと､そのため順守の認
識も育たないという点があると考えられる｡ハウスメー
カーや地元地主などとの間で､環境形成に関する共通の
認識を育て､効果的な運用のしくみをっくりあげること
が課題となろう｡
っぎに､違反建築の対応を違反建築があったとする事
業主体17についてまとめたのが表-8である｡事業主体
が単独で対応している例が多く､これに居住者組織と連
携している例がつづく｡住民当事者や居住者組織にまか
せてしまうという事業主体は少なかった｡
7-2.コントロール計画の評価と課題
コントロール計画導入､運用上の課題を図-7にまと
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めた｡｢導入までの手続きが面倒｣がもっとも多かった
(14例)｡その内訳をみると､建築協定導入事業主体は半
数 (11例/22)がこのように感じているのに対 し､建築
協定をもたず地区計画を導入している事業主体は負担感
が少ない (3例/9)｡これは地区計画が行政が準備の
全般を担当することによるものと考えられる｡｢市場変
動に対応できない｣と考える事業主体9例のうち8例は､
法的制度としては建築協定のみをもつ事業主体であった｡
このほか､｢規制力が弱い｣や ｢居住者の無理解､無関
心｣｢行政支援が不十分｣がほぼ同じレベルで課題と指
摘されている｡
コントロール計画に何を期待するかについてみたのが
図-8である｡ほとんどの事業主体が ｢良好な住環境形
成､保全｣に､ついで ｢美しい町並み保全｣に期待して
いる｡しかし､住環境保全の大きな阻害要因のひとつで
ある敷地分割のほか､｢居住者問の トラブル防止｣につ
いては期待が薄い｡先の課題として挙げられた ｢規制力
の弱さ｣や ｢居住者の無理解､無関心｣などとあわせて
考えると､コントロール計画の実効性を高める体制づく
りが必要になっていることがわかる｡
8.居住者組織と活動支援
8-1.居住者組織
居住地管理にかかわる地域組織としては､自治会と管
理組合がある9)｡区分所有法によって管理組合の設立が
表-7 住宅地タイプ別の違反建設発生率
住宅地分類 違反建設発生住宅地数 住宅地数 連反建設発生率%
自社十メーカ-ー混合 4 7 57
メー カー中心 不明 4 不明
建築条件なし宅地分譲 3 5 60
宅地卸売 7 12 58
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図-7 コントロール計再導入､運用上の評価
(9)
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義務化されている集合住宅やタウンハウスとは異なり､
戸建て住宅地では､法制度も行政指導もなく､管理組合
の設立は任意である｡ したがってその設立は､共同管理
を必要とする共用施設の内容､設置状況に関連してくる
ものと思われる｡
そこで共用施設の設置状況を ｢公園 ･緑地｣｢自治会
館｣｢ごみ置き場｣｢植栽物｣｢下水処理施設｣｢給水施設｣
｢テレビ共同受信施設｣｢案内板｣｢その他｣の9項目に
ついてきいたのが､図-9である｡これによると､この
うちのいずれかをもつのは対象住宅地の86%にのぼって
いる｡
つぎに､これらの管理主体の所在を､当該住宅地より
収集した管理組合規約 9例および自治会規約6例から拾
った (義-9)｡公園 ･緑地や自治会館 ･集会所では､
自治会と管理組合のどちらで管理するかについてはっき
りした傾向はみられないが､ごみ置き場は自治会管理が
多くなっている｡下水処理施設とテレビ共同受信施設､
街路灯は組合管理が中心で､とくに前2者には自治会管
理はみられない.すなわち事業主体は､下水処理施設な
どの設備系施設をもつ住宅地では管理組合の設立を予定
することが多い｡
ただし以上のことは､事業主体による原始規約をもと
にみたものであり､この規約どおりに実施されているか
は不明である｡ヒアリング調査では､組合管理と規定し
義一8 違反建築に対する対応 ･
事業主体が対応した 10
居住者組織と連携して対応した 7
居住者敵地に任せた 3
当事者に任せた 2
何もしていない 0
違反建築があったと指摘する17事業主
体の回答より作表､数億は事業主体
数､複数回答
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ていても自主運営が軌道にのらず､事業主体が自治体移
管まで代行する例もみられた｡
8-2.居住者組織への支援
17の事業主体が自治会や管理組合に支援をしていると
回答しており､自治会規約や管理組合規約を作成した事
業主体とだいたいにおいて対応 している｡これらの事業
主体では､居住者組織の立ち上がり時の支援をしている
ところが多く､居住者組織による自主管理の起動化を目
指した努力が認められる｡この他､会計処理や自治会イ
ベントの協賛など､日常業務から行事にわたって､かか
わりや支援がみられた (義-10)0
しかし逆に､管理規約を作成 していない事業主体では､
分譲後､自治会設立準備会に参加､規約作成の援助をし
ているところ1例を除くと､居住者活動へのかかわり､
支援をしている事業主体の例は見当たらなかった｡すな
わち､居住地管理に関する計画をもたない事業主体にお
いては､居住者の組織化支援への動機に乏しく､そのた
めに支援活動が展開されないといえる｡分譲にあたって
は､管理規約の作成配付とその実施計画が明確にされて
おく必要があろう｡
9.まとめ
公園.撮地
自治会鏑.集会所
ゴミ覆車増
穂裁物
下水処理施設
給水施設
テレビ共同受信施設
案内板
その他
㈱ 20% 4α拍 60% 80% 1OO牝
図-9 共用施設の設置状況
義-9 共用施設の管理主体
37住宅地中
臼的会●符理軌令 群発_i.:体
公園､緑地 1 1 2
自治会館､集会所 3 2
ごみ置き場 4 2
植栽物 1
下水処理場 6 2
給水施設 1
TV共同受信施設 6 1
案内板 1
街路灯 2 4 1
協定運営 2 1
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住宅地の住環境維持､保全のための事業主体の役割に
ついて考察した｡以下､考察の結果をまとめる｡
1)本研究対象の事業主体は､実績や力量からみても
社会的責任のあるディベロッパーが多くを占め､行政指
導の増加によってコン`トロール計画の導入率は高い｡す
なわち､建築協定や地区計画を導入 している事業主体は
8割にのぼる｡さらに､宅地購入者や-ウスメーカーな
ど建設主体それぞれにルールをのせている例が2割あっ
た｡法的制度としての建築協定や地区計画を基盤に､個
別のルールをのせることによって､住環境形成のための
規制の体系をつくっている｡
2)しかしコントロール計画の運用をみると十分に実
施されておらず､事業主体として初期住環境形成におけ
る主導的な役割が果されているとはいえない｡その結果
としてとりわけ､今日の大半を占める分譲形態である､
ハウスメーカーを中心に多様な建設主体が存在する開発
地では､違反建設が多く発生 している｡これは､ハウス
メーカーや地元地主との間での住環境形成についての共
通の認識を育てる場がないことが原因である｡ハウスメ
ーカーや地元地主との間のコントロール計画に関する共
同の運用のしくみづくりが課題となる｡
3)長期にわたる開発､分譲を背景にして､居住者組
織の自主的な居住地管理活動を定着させるための自治会
や管理組合づくりへの支援は､半数近い事業主体にみら
れた｡しかし他方で､居住者組織による管理に関する規
約をっくっていない事業主体の場合は､支援への関心が
薄いということも明らかになった｡管理規約の作成およ
び､居住者組織の設立も含めたその実施計画は､実効あ
るコントロール計画の運用を実現するためにも必要不可
義一10 居住者組織への支援内容
居住者組織の設立支旗
組合費徴収
名簿提出
規約作成
委任状作成
設立準備委員会参加
役員選出
設立までの事務代行
活動支援
会計処理
自治会イベント､祭りの協賛､寄付
居住者への連絡
能会の議事進行役
協定運営委負として助言､役割分担､
情報提供
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欠である｡
今後は､どのような事業主体の支援や､共用施設 ･空
間の内容､質が､居住者による自主的活動を導くのか､
居住者や居住者組織の側から検討することを課題にした
い｡
本研究の調査にあたっては､都市開発協会､不動産協
会の会員各社､およびリクルート社 『週刊住宅情報』編
集の担当の方々のご協力をいただきました｡記して感謝
の意を表します｡
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Summary
●
ThepurposeofthispaperistostudyrolesoftheprlVatedeveloperinlivingenvironmentalcontrolonpla-
nneddevelopmenthousingarea.Mainresultsareasfolows:1)Almostdevelopersforthisstudyintrodu-
cedlivingenvironmentalplans.Kindsofvoluntaryrulesforhousemakersandlandownersonthebaseof
thebuildingagreementanddistrictpalmaresetted.Acontrolsystemisformedbytheseplansandrules.
2)Butthecontrolplanswerenotfulyenforced,sobuildingoffensesagainsttheplansbyhousemakersand
landownerswerefound.Thiscircumstancesarecausedbyalackofunderstandingofplansamongthem.It
isaissuethatapracticeplantoeffectlivingenvironmentalcontrolisnotintroduced.3)Aboutahalfof
developerssupportedtoorganizehomeownersassociationand/orresidents'association,whichisalmost
matchedoffagainstdeveloperswiththecontrolplanforcommonfacilities.Ontheotherhand,thedevelop
erswhichhave'nthadanyplansforcontrolingcommonfacilitiesareindifferenttoresidentsactivities. It's
necessarytomakeoutacontrolplanandthepracticeplan.
(ll)
